
 

 例外承認申請 

（ツーリストモデル）の記載例 

様式第８(第 10条、第 18条関係) (記載例を斜体で表示) 

電 気 用 品 例 外 承 認 申 請 書 

○○○○年○○月○○日

経済産業大臣 殿 

東京都中央区日本橋△丁目○番◇号  
株式会社イロハ産業 
代表取締役社長 旅野 型男 
電話： 03-PPPP-NNNN 
E-mail: Kankoh-hanako@IROHA-sangyo.co.jp 

連絡先：○○部 観光 花子 

 電気用品安全法第８条第１項第１号 (第２７条第２項第１号 )の承認を受

けたいので、次のとおり申請します。

１ 電気用品の品名 
【記載上の注意点】 「その他の音響機器」「電気がま」等、電気用品名を記載する。 

２ 電気用品の構造、材質及び性能の概要 
【記載上の注意点】 

電気用品のモデル(機種名、型番等)ごとに、(1)構造(2)材質(3)性能の概要を記載する。 

また、これに関する資料として、別紙にて以下のものを添付する。 

・ 申請モデルごとの外観写真又は概要図

・ 申請モデルごとの銘板写真又は模式図

・ 100Vでは動作が停止するような機能の概要、若しくは、機器本体に取り付けられているコード(コ

ードセットを含む)全体及び差込みプラグの写真又は設計図。

３ 対象となる技術基準 
【記載上の注意点】 

モデルごとに適合している IEC、UL等の外国の規格名・番号等を記入。 

４ 承認を申請する理由 
【記載上の注意点】 

下記の趣旨を踏まえた文章を理由として記入する。 

・ 当該電気用品が特定用途に供せられるもの(日本人外国旅行者、外国人観光客のみやげ用モデル(ツ

ーリストモデル))であること。

・ 外国の規格に適合していること。また、これに関連する資料として、当該外国規格への適合を示す

書類の概要を例外承認申請書に添付のこと。

・ 外国で使用されることを前提に国内で販売されること。

５ 用途 
【記載上の注意点】 

日本人外国旅行者、外国人観光客のみやげ用として販売する旨を明記するとともに、販売の方法（店

頭、インターネットなど）や経路についても記載する。 

また、下記の資料を添付する。 

①販売事業者に対する誓約書（誓約書の締結ができない場合は通知書）：日本人外国旅行者、外国人観

光客のみやげ用にのみ販売でき、それ以外の販売は法に違反する旨を明記する。なお、通知書の場合

申請者が製造・輸入事業者の場合 

社印及び

社長印は

不要 

電話番号と電子メールアドレスは、担当部署、

担当者のものを記載 

連絡先の担当者の部署名、氏名を余白に記載 

mailto:Kankoh-hanako@IROHA-sangyo.co.jp


 

は、その措置が確実に実行されていることがわかる書類を残しておくこと。 

例)「販売の際にパスポートの提示を求め、提示した日本人外国旅行者及び外国人観光客に限り販売

する」等。それ以外の方法による場合は、その旨を記載する。 

※誓約書（通知書）のあて先事業者名と例外承認の申請者が異なる場合は、別紙にて両者の関係を

説明するとともに、責任の所在を明確にした書類を添付する。

②包装表示：「外国向けであり、日本国内仕様ではない旨」を記載したラベルのサンプル又は模式図、及

びラベルを梱包箱に表示した状態を示した写真又は模式図。 

③本体表示：差込みプラグの形状が国内でも使用できる形状(平行刃のもの)の場合、次の本体表示につ

いての資料を添付する。 

※機器本体正面等の見えやすい箇所に明確に識別できる方法で、「外国向けのものであり、日本国

内での使用を前提に製造されたものではない」旨の表示を行うラベルのサンプル又は模式図、及

び機器本体に当該ラベルを表示した写真又は模式図。

なお、この場合の機器本体とは、電源コードセットを同梱する場合又は電源コードセットそのも

のの申請にあっては、電源コードセットそれ自体を指す。

６ 製造、輸入又は販売を予定する数量 
【記載上の注意点】 

  申請モデルごとに、製造、輸入又は販売を行う予定数量を記載する。 

  申請台数にかかわらず、おおよそ向こう１年間の月別の販売計画を記載する。 

７ 使用者が特定している場合は、その者の氏名又は名称及び使用の場所 
【記載上の注意点】 

「パスポートを携帯している日本人外国旅行者及び外国人観光客」等と記載する。 

８ 届出の年月日及び電気用品の型式の区分 
【記載上の注意点】 

申請モデルごとに、該当する電気用品の型式の区分及び当該型式について製造又は輸入事業に係る法

に基づく届出(電気用品取締法に基づく届出も含む)を行った年月日を記載する。 

用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４です。 
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